
経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）2019年３月期（2018年度）の概況

(A)経営成績

2018年度 2017年度 前年比 

売 上 高 8兆27億円 7兆9,822億円 100％ 

営 業 利 益 4,115億円 3,805億円 108％ 

税 引 前 利 益 4,165億円 3,786億円 110％ 

親会社の所有者に帰属する 

当 期 純 利 益 
2,841億円 2,360億円 120％ 

 2018年度の世界経済は、米国では消費、日本では良好な雇用環境などが下支えとなり、概ね

堅調に推移しました。一方、中国で消費や投資の伸びが弱まってきたほか、年度後半には各国

の輸出入などに景気減速の兆しが見られました。 

このような経営環境のもと、当社は持続的な成長に向けた戦略を推進しました。特に、クル

マの電動化の主要なデバイスである車載電池事業では、性能面およびコスト面において業界ナ

ンバーワンの高容量・高出力に対応した車載用角形電池の実現に向け、トヨタ自動車㈱との間

で合弁会社の設立に合意しました。 

当年度の連結売上高は、8兆27億円となりました。国内売上は、アプライアンスのコンシュー

マー向け販売が減収となりましたが、車載関連やパナソニック ホームズ㈱などの増販などによ

り、前年と同水準となりました。海外売上は、エナジーやオートモーティブなどの車載関連、

北米の食品流通やプロセスオートメーションの実装機事業が引き続き好調で、増収となりまし

た。 

 営業利益は、4,115億円（前年比8％増）となりました。原材料価格高騰や先行投資による固

定費増加、事業構造改革費用の計上はありましたが、オートモーティブやエナジーなどの増販

益に加え、資産売却益や年金制度改定に伴う一時益などにより、増益となりました。また、税

引前利益は、4,165億円（前年比10％増）、親会社の所有者に帰属する当期純利益は、2,841億

円（前年比20％増）となりました。 

(B)経営成績(報告セグメント別情報)

a.アプライアンス

2018年度 2017年度 前年比 

売 上 高 2兆7,506億円 2兆7,842億円 99％ 

営 業 利 益 859億円 1,078億円 80％ 

アプライアンスの売上高は、2兆7,506億円（前年比1％減）となりました。北米の食品流通な

どが増収となったものの、中国でのエアコン向けデバイスなどの不調により、全体では減収と

なりました。営業利益は、減販損や原材料価格高騰などにより、前年から減益の859億円となり

ました。 
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b.エコソリューションズ 

  2018年度 2017年度 前年比 

売 上 高 2兆361億円 1兆9,574億円 104％ 

営 業 利 益 646億円 812億円 80％ 

 エコソリューションズの売上高は、2兆361億円（前年比4％増）となりました。分譲事業が好

調なパナソニック ホームズ㈱、アジアでの電材事業や㈱松村組の新規連結の影響などにより、

増収となりました。営業利益については、増販益はあったものの、ソーラーの固定資産減損損

失などの影響により、前年から減益の646億円となりました。 

 

c.コネクティッドソリューションズ 

  2018年度 2017年度 前年比 

売 上 高 1兆1,277億円 1兆1,104億円 102％ 

営 業 利 益 944億円 1,036億円 91％ 

 コネクティッドソリューションズの売上高は、1兆1,277億円（前年比2％増）となりました。

アビオニクスなどの減収を、プロセスオートメーションやモバイルソリューションズなどの増

収がカバーし、全体では増収となりました。営業利益については、増販益はありましたが、固

定費増加や前年の法務関連費用引当金の戻入益の反動などにより、前年から減益の944億円とな

りました。 

 

  d.オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ 

  2018年度 2017年度 前年比 

売 上 高 2兆9,831億円 2兆8,039億円 106％ 

営 業 利 益 564億円 934億円 60％ 

 オートモーティブ＆インダストリアルシステムズの売上高は、2兆9,831億円（前年比6％増）

となりました。米中貿易摩擦等の影響によりインダストリアルは減収となりましたが、車載電

池が大きく成長したエナジー、国内や北米でインフォテインメントが伸長したオートモーティ

ブが寄与し、全体では増収となりました。営業利益については、原材料価格高騰やメカトロニ

クスの減販損に加え、オートモーティブの開発資産減損損失などの影響により、前年から減益

の564億円となりました。 

 

(C)財政状態 

 当年度の営業活動により増加したキャッシュ・フローは2,037億円（前年度は4,232億円の増

加）、投資活動により減少したキャッシュ・フローは1,934億円（前年度は4,588億円の減

少）、両者を合算したフリーキャッシュ・フローは、103億円（前年差459億円の良化）となり

ました。前年差で良化した主な要因は、一時的な法務関連費用の支払いなどはありましたが、

運転資本の良化、設備投資の減少および土地売却に伴う収入です。また、財務活動により減少

したキャッシュ・フローは3,418億円（前年度は1,288億円の減少）となりました。前年差の主

な要因は、前年度にパナホーム等の追加取得がありましたが、当年度に短期社債発行残高が減

少したためです。これらに為替変動の影響を加味した結果、当年度末で現金及び現金同等物の

残高は7,723億円となり、前年度末に比べ3,173億円減少しました。 
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 当年度末の総資産は6兆139億円となり、前年度末に比べ2,772億円の減少となりました。これ

は、Ｂ２Ｂ事業の拡大に伴い営業債権が増加した一方で、現金及び現金同等物が減少したこと

などによるものです。負債は、前年度末に比べ4,795億円減少し、3兆9,293億円となりました。

親会社の所有者に帰属する持分は、当期純利益の計上などにより前年度末に比べ2,060億円増加

し、1兆9,135億円となりました。また、親会社の所有者に帰属する持分に非支配持分を加味し

た資本合計は2兆846億円となりました。 

 

（２）2019年度通期の見通し 

 

 現時点における連結業績見通しは、以下のとおりです。 

 

 連結業績見通し（通期） 

売 上 高 7兆9,000億円 （前年比 99％） 

営 業 利 益 3,000億円 （前年比 73％） 

税 引 前 利 益 2,900億円 （前年比 70％） 

親会社の所有者に帰属する当期純利益 2,000億円 （前年比 70％） 

 

（３）会社の利益配分に関する基本方針 

 当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて経営

にあたってまいりました。この基本的な考えのもと、配当については、株主からの投下資本に

対するリターンとの見地から連結業績に応じた利益配分を基本とし、連結配当性向30％を目安

に、安定的かつ継続的な配当に努めてまいります。また、自己株式取得については、戦略投資

や財務状況を総合的に勘案しつつ、１株当たりの株主価値と資本収益性の向上を目的として機

動的に実施することを基本としております。 

 当年度は、この基本方針および財務体質の状況などを総合的に勘案し、2018年11月30日に実

施した中間配当15円と期末配当15円を合わせ、１株当たりの年間配当を30円とさせていただき

ます。なお、当年度の自己株式取得については、単元未満株式の買取りなど軽微なものを除き

実施しておりません。 

 

 

会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

 当社は、2016年度期末決算より、国際財務報告基準（IFRS）を任意適用しています。 

 グローバルに統一されたルールに基づく運営を行うことで、経営管理の精度向上とガバナン

ス強化を図り、企業価値の向上に取り組んでいます。 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 

 

 本プレスリリースには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。

 本プレスリリースにおける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に

該当します。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定およ

び判断に基づくものであり、これには既知または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、

それらの要因による影響を受ける恐れがあります。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に

関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来における業績、経営結果、財務内容に関して

これらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレスリリースの日付後におい

て、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、金融

商品取引法に基づく今後の提出書類およびその他の当社の行う開示をご参照ください。

 なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるも

のではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますの

でご参照ください。

 

・米州、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

・多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の過度な変動により外貨建てで取引される製品・サービスなどのコストおよ

び価格が影響を受ける可能性

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

・急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コ

ストで投入することができない可能性

・他企業との提携または企業買収等で期待どおりの成果を上げられない、または予期しない損失を被る可能性

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向（BtoB（企業向け）分野における、依存度の高い特定の

取引先からの企業努力を上回る価格下落圧力や製品需要の減少等の可能性を含む）

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持することができなくなる可能性

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

・諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

・パナソニックグループが保有する有価証券およびその他の金融資産の時価や有形固定資産、のれん、繰延税金資産な

どの非金融資産の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化

・ネットワークを介した不正アクセス等により、パナソニックグループシステムから顧客情報・機密情報が外部流出す

る、あるいはネットワーク接続製品に脆弱性が発見され、多大な対策費用負担が生じる可能性

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、サプライチェーンの寸断、その他パナソニックグループの事業活動に

混乱を与える可能性のある要素
 

以 上
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